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国外源泉所得非課税制度（FSIE税制）の修正案（前編）

本稿では、次の2点について、EYの見解を説明いたします。

「香港にて受領（received in Hong Kong）」と「純粋持株会社（pure equity
holding company）」の定義・ 解釈、及び包括的な二重課税防止協定（以下、
「CDTA」）の目的で発行された居住者証明書（以下、「CoR」）と修正FSIE税制
案との関連性

広範囲な修正を含むFSIE税制の修正案が2023年1月1日から発効する見込み

香港において経済的実体がなくても、特定のオフショア受動的所得が非課税となる点に対して、
EUは懸念を有しております。当該懸念を払拭（ふっしょく）するための香港FSIE税制の修正案
は、多くの納税者に影響を与えることになるでしょう。

納税者が多国籍企業（以下、「MNE」）グループの構成事業体である場合、内国歳入法の
セクション14における課税対象に該当し、この修正FSIE税制が適用されるからです。

MNEグループは広く定義されており、（i）最終親会社の所在地国・地域以外に構成事業体を有
するグループ、及び（ii）本社の所在地国・地域以外に恒久的施設を有する企業が含まれます。
この定義には収益や資産の規模に関する定量的な基準はありません。

2023年1月1日より、納税者が、香港で受け取ったオフショア受動的所得の非課税扱いを
享受するためには、香港において一定の経済的実体要件を満たす必要があります。

オフショア受動的所得は、（i）配当金、（ii）株式又は持分に係る譲渡益（譲渡益）、（iii）利息、
（iv）知的財産からの収入（IP所得）の4種類が対象となる予定です。

IP所得に関する経済的実体の要件については、香港での適正な規模の雇用や営業経費と
いった経済的実体要件の代わりに、ネクサスアプローチ要件が採用される予定です。

修正FSIE税制において、納税者は、配当金や譲渡益を非課税とする要件として、経済的実体
要件を満たす代わりに、資本参加免税の条件を選択することができます。

香港政府がコンサルテーション・ペーパーを公表した後、われわれはクライアントの皆さまから
本件に関する多くのご質問とご意見を頂きました。われわれは、これらに対する見解を取り
まとめて、政府に提出しました。政府は、われわれが提出した意見を検討し、必要に応じて、
10月下旬～11月上旬に予定されている修正法案に反映させるものと理解しています。

本稿では、クライアントの皆さまからの共通のご質問に対するわれわれの見解を説明します。
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見解 1 – 「香港にて受領」という用語は、シンガ
ポールにおける同用語の定義よりも広くない

国外源泉の受動的所得を「香港にて受領」した場合にのみ、
修正FSIE税制のもとで課税されます。

この修正FSIE税制の課税基準は、シンガポールでの国外
源泉の所得に対する「送金課税基準」に似ています。修正
FSIE税制のもとでの「香港にて受領」という用語の定義は、
シンガポールにおける「シンガポールにて受領」の定義より
も広くなってはならないというのが一般的な見解です。

われわれは、政府に提出した意見書において、同様の
見解を示しております。このような見解でなければ、アジア
における国際的なビジネスハブとしての税制上の競争力
において、香港がシンガポールに対して劣ってしまうから
です。

「シンガポールにて受領」という用語は、シンガポールの
所得税法において次のように定義されています。

（a）シンガポール国外源泉所得で、シンガポールに送金
されたり、持ち込まれた所得額

（b）シンガポール国外源泉所得で、シンガポールでの取引
又は事業に関連して生じた負債の履行の原資となる
所得額

（c）シンガポール国外源泉所得で、シンガポールに持ち
込まれる動産の購入の原資となる所得額

これは、上記（a）がシンガポールでの所得の実際の受領
について規定しているのに対し、（b）及び（c）は、シンガ
ポールでの所得のみなし受領が含まれることを意味します。

上記（b）の定義では、実務上、トレーディング収益を除く未
送金のシンガポール国外所得（受取配当金等）のうち、
今後シンガポール居住企業が株主への配当支払い義務
に充当する部分を含みません。

当該実務は、そのような義務が、シンガポールにおける
取引又は事業に関連して生じた負債ではないといった
前提に立っていることは明らかです。配当金の支払いは、
取引又は事業によって利益が生み出された後にのみ行わ
れるためです。

したがって、修正FSIE税制のもとでの「香港にて受領」と
いう用語が、シンガポールにおける「シンガポールにて
受領」に関する実際の定義・解釈よりも広くならないことは、
香港の利益となると考えられます。

見解 2 – 「純粋持株会社」が行うことができる、
特定の付随的な活動

コンサルテーション・ペーパーによれば、「純粋持株会社」と
は、「その主たる機能として、企業の株式又は持分を取得・
保有し、株式又は持分に係る配当及び譲渡益のみを得る
会社」を意味します。これは、一部の無税又は名目税率を
適用する国・地域において採用されている同等の用語と
ほぼ同じです。

ケイマン諸島やバミューダ諸島などの一部の国・地域では、
このような会社は、「純粋持株会社」としての事業の一部又
は付随する事業として、その他の活動に従事し収入を得て
いると見なすことができます。

修正FSIE税制のもとで対象となる納税者にとって、「純粋
持株会社」の定義が重要です。なぜなら、このような会社は、
緩和された経済的実体要件に従って、香港にて受け取った
オフショア配当金・譲渡益が非課税として認められるため
です。

同コンサルテーション・ペーパーによれば、緩和された経済
的実体要件のもとでは、（i）株式の保有・管理を香港にて
行うこと、及び（ii）香港会社法の届出要件を満たすことの
みが必要とされています。

香港がMNEグループにとって望ましい持株会社の所在地
でありつづけるためには、「純粋持株会社」の定義をできる
だけ寛大に解釈し、それをできるだけ早く納税者に周知
することが必要です。

そのため、われわれは、内国歳入局（以下、「IRD」）が修正
法案の公表と同時に、「純粋持株会社」に関連するさまざま
な課題に対処する設例を盛り込む、暫定的なガイダンス
ノートを公表すべきだと提案しています。

対処すべき課題については、以下のようなものが
考えられます。

（i）その他の活動の性質・規模（例えば、預金、株主ローン、
市場性のある有価証券といった配当を目的とした投資は
「純粋持株会社」の活動に付随するものとして認められる
べきである）

（ii）緩和された経済的実体要件のもとでは、最低限の活動
（例えば、取締役会における配当金の決定や決算承認の
実施）を行うだけで、株式の保有・管理を香港にて行って
いるとみなされるかどうか

このような暫定的なガイダンスノートの内容は、修正法案が
可決されたときに実務解釈指針に組み込まれるべきと
考えます。



Hong Kong Tax Alert3

今後注目すべき点

修正法案が立法会での可決を前提に、修正FSIE税制は、
2023年1月1日以降に香港にて発生又は受領する対象国外
源泉の受動的所得に適用されます。

納税者に確実性を提供するための暫定措置として、修正法案
の公表と同時に、IRDは、納税者が当該法案で提案される
経済的実体要件への順守に関する内国歳入局長官の意見書
（以下、「長官意見書」）を照会可能である、と政府は述べて
います。この暫定措置は、修正FSIE税制が法律となった後、現行
の事前審査制度に基づく仕組みに置き換えられる予定です。

内国歳入局長官は、提供された情報に基づき、申請書及び
完全な情報を受け取ってから通常1カ月以内に長官意見書を
発行します。

長官意見書の申請手続きや申請に必要な詳細情報に
ついては、修正法案が公表された際に、IRDのウエブサイトで
公表されます。

対象納税者は、特に決算期末が1～3月期にあたる場合
（会計期間コード”M”）、これらに関する動向に留意する必要
があります。当該納税者は、2022/23年度の事業所得税申
告に関して、修正FSIE税制のもとで対象となる最初の納税者
です。本修正FSIE税制に対するご質問やサポートが必要な
場合、ご担当の税務専門家にご相談ください。

見解 3 – CDTAのCoRを所持している納税者は、
一般的に、修正FSIE税制のもとで経済的実体
要件を満たしているとみなされる

CoRの申請者のCDTAの乱用を防ぐため、IRDは、CoRの
CDTAを目的とした申請を処理する際、居住地テストに
加えて、香港にて十分な事業実体を有しているかどうかも
検討しています。

そのため、修正FSIE税制のもとでは、該当する年度の
CoRを所持する対象納税者は、同年度の経済的実体要件
を満たすと考えられます。

これにより、対象納税者とIRDの双方にとって、税務上の
管理やコンプライアンスのコストを最小限に抑えることが
できます。
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